
HP掲載用 令和7年7月作成

【制度の概要】

【対象者】

【実際に窓口で支払う金額】

自己負担上限額
重度かつ継続の
自己負担上限額

生保 生活保護世帯

低1
市民税非課税

（保護者収入80.9万円以下）

低2
市民税非課税

（保護者収入80.9万円を超える）

中間1
市民税課税額（所得割額）

33,000円未満
※5,000円 5,000円

中間2
市民税課税額（所得割額）

33,000円以上235,000円未満
※10,000円 10,000円

一定以上
市民税課税額（所得割額）

235,000円以上
育成医療対象外 ※20,000円

自立支援医療（育成医療）給付について

　現在身体に障がいがあるか、または現に疾患があってそのまま放置すると将来一定の障がいを残すと認められる
　お子さんで、手術などの外科的な治療等により確実な治療効果が期待できる方が、指定医療機関において治療を
　受ける場合に医療費の一部が給付される制度です。
　原則として保険診療の１割の金額が自己負担となり、世帯の市民税額に応じて月額上限額が設けられます。

　注記2：「月額上限額」は所得区分に応じて次の表のように決められます。1割負担で支払っていき、1か月の
　窓口負担額が月額上限額を超えた際は、それ以上窓口で支払う必要がなくなります。住宅借入金控除、寄付金
　控除は、その控除がないものとして計算し、自己負担上限額が決まります。

　八潮市にお住まいの満18歳未満のお子さんで、現在下記の機能障がい（将来機能障がいが見込まれるものも
　含む）があり、手術等の外科的な治療により機能回復が見込まれる方が対象です。

　　　①肢体不自由、②視覚障がい、③聴覚・平衡機能障がい、④音声・言語・そしゃく機能障がい、
　　　⑤心臓機能障がい、⑥腎臓機能障がい、⑦小腸機能障がい、⑧肝臓機能障がい、
　　　⑨その他の内部障がい、⑩ヒト免疫不全ウィルスによる免疫の機能の障がい

　歯科矯正・リハビリ・免疫機能の障がい等については、通院のみでも対象となり、最長で1年間まで支給される
　ものもあります。
　治療用装具を着装した場合は、健康保険から給付されない残額について育成医療で給付します。（装具代金の
　1割は自己負担）
　一定所得（市民税所得割税額235,000円）以上の世帯の方は、「重度かつ継続（注記1）」に該当する場合を
　除き対象外となります。

　自立支援医療（育成医療）は事前に申請が必要です。申請後は審査承認までに、約２週間かかります。
　予定が決まりましたら、事前に電話連絡の上、できるだけ早く障がい福祉課へ申請してください。

　自立支援医療費（育成医療）の給付対象となった疾患の治療で、保険対象のものについて、月額上限額（注記
　2）に達するまでかかった医療費の１割の金額を窓口でお支払いいただきます。
　その他、承認された疾患以外の治療や差額ベット代などの保険対象外のものは、全額お支払いが必要です。
　また、食事療養費の標準負担額は、生活保護世帯を除き自己負担となります。

　注記1：「重度かつ継続」に該当するのは、次の場合です。腎臓機能障がい、小腸機能障がい、免疫機能障が
　い、心臓機能障がい（心臓移植後の抗免疫療法を行う方）、肝臓機能障がい（肝臓移植後の抗免疫療法を行う
　方）、医療保険多数該当（自立支援医療の申請前12か月以内に医療保険において高額療養費の支給されている
　月数が医療保険世帯で3か月以上ある場合）

5,000円

0円

2,500円

所得区分

※　令和9年3月31日までの経過措置
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【申請方法】

【利用方法】

【受給者証交付後に手続きが必要な場合】

【備考】

【申請・お問い合わせ】
　八潮市役所　障がい福祉課　障がい者支援係
　電話：048-996-2111（内線862、852）

・原則として事前申請が必要ですが、緊急手術で手続きが間に合わない等のやむを得ない理由がある場合は、
　その旨をご相談ください。
・こども医療費、重度心身障がい者医療の受給者証をお持ちの場合は、育成医療で支払った医療費の一部または
　全部の払い戻し申請ができます。詳しくは下記までお問合せください。
　　　こども医療費について→子育て支援課　児童給付係（内線841、209）
　　　重度心身障がい者医療について→障がい福祉課　障がい給付係（内線434、473）

・印鑑
・ご本人確認書類（免許証など）

受診者のもの（対象児童）
・健康保険証（生活保護受給者世帯はその受給証）
※別紙1「健康保険等の資格情報を確認できる書類について」参照

　次の場合には手続きが必要です。わかり次第、障がい福祉課までご連絡ください。
　①健康保険証が変わった場合・・・新しい保険証をお届けください。
　②医療機関・治療内容が変わった場合・・・新しい医療機関の意見書をご提出ください。
　③入院日が変わった場合・・・受給者証の変更が必要です。
　④治療期間が延び有効期間の延長が必要な場合・・・再度、新規申請と同じ手続きが必要です。
　⑤八潮市内で住所変更した場合・・・受給者証の変更が必要です。
　⑥受給者証を紛失した場合・・・再交付が必要です。
　⑦八潮市から転出する場合・・・受給者証を返却してください。（転出先で新規に申請してください）

　紛失の場合以外の手続きでは、受給者証が必要です。
　お手元に受給者証をご用意の上で、障がい福祉課宛てお電話にてご連絡ください。

　申請後、承認されたら「自立支援医療受給者証（育成医療）」を交付し、ご自宅に郵送します。
　この受給者証を医療機関に提示することにより給付が受けられます。
　月額上限額が設定されるため、月額上限額管理票（受給者証と一緒に郵送）を医療機関に提示し、
　上限額管理を行ってください。
　生活保護世帯の方は自己負担がないため、月額上限管理票は同封しません。

その他：医療保険多数該当の方は、高額療養費の支払通知書
　　　　自己負担上限額２５００円で申請する方は、特別児童扶養手当、障害年金等の証書や振込通知

・マイナンバーに係る書類
別紙2「個人番号（マイナンバー）の記載と

本人確認書類について」参照

申請者が記入する
（障がい福祉課窓口にて）

・自立支援医療（育成医療）意見書 （指定医療機関の）医師に記載してもらう

申請者のもの

・市民税の課税（非課税）証明書
4～6月申請は前年度分、7月以降は最新のもの
申請する日が属する年の1月1日に、世帯員のうち受診者の同一健
康保険証の方全員が八潮市に住民登録をしている場合は不要です。

提出書類など 用意の仕方

児童の加入する健康保険が
【社会保険】・・・被保険者のもの

【国民健康保険】・・・世帯全員のもの

・自立支援医療（育成医療）申請書
・同意書（課税状況等照会同意）

　申請には下記の書類が必要です。
　病院から意見書を受け取ったら、事前に電話連絡の上、できるだけ早く障がい福祉課までご申請ください。

2


